
- -1

（
財
政
金
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委
員
会
）

法
人
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
九
八
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
近
年
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
や
企
業
活
動
の
国
際
化
の
進
展
等
を
踏
ま
え
、
我
が
国
企
業
の
円
滑
な
組
織

再
編
成
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、
企
業
経
営
の
実
態
に
即
し
た
適
正
な
課
税
を
行
い
、
も
っ
て
我
が
国
の
経
済
構
造
改
革
に
資

す
る
観
点
か
ら
、
連
結
納
税
制
度
を
創
設
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
適
用
法
人
・
適
用
方
法

１

親
会
社
（
内
国
法
人
で
あ
る
普
通
法
人
又
は
協
同
組
合
等
に
限
り
、
他
の
内
国
法
人
の
百
％
子
会
社
に
該
当
す
る
も
の

を
除
く

）
及
び
そ
の
親
会
社
が
直
接
間
接
に
百
％
の
株
式
を
保
有
す
る
関
係
（
完
全
支
配
関
係
）
に
あ
る
す
べ
て
の
子

。

会
社
（
内
国
法
人
で
あ
る
普
通
法
人
に
限
る

）
が
連
名
で
連
結
納
税
の
承
認
申
請
書
を
提
出
し
、
国
税
庁
長
官
の
承
認

。

を
受
け
た
場
合
に
は
、
そ
の
親
会
社
を
納
税
義
務
者
と
し
て
連
結
所
得
に
対
す
る
法
人
税
を
納
め
る
。

２

連
結
納
税
制
度
の
適
用
は
選
択
制
と
し
、
連
結
納
税
制
度
を
選
択
す
る
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
適
用
し
よ
う
と
す
る

事
業
年
度
の
六
月
前
ま
で
に
承
認
申
請
書
を
提
出
す
る
。
ま
た
、
一
旦
選
択
し
た
場
合
に
は
継
続
し
て
適
用
す
る
。

３

連
結
納
税
制
度
に
お
け
る
申
告
・
納
付
に
つ
い
て
は
、
親
会
社
が
行
う
こ
と
と
し
、
子
会
社
は
連
帯
し
て
納
付
責
任
を
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負
う
と
と
も
に
、
連
結
法
人
税
額
の
個
別
帰
属
額
等
を
税
務
署
に
提
出
す
る
。

二
、
所
得
、
税
額
の
計
算

１

連
結
所
得
金
額
に
つ
い
て
は
、
連
結
グ
ル
ー
プ
内
の
各
法
人
の
所
得
金
額
を
基
礎
と
し
、
連
結
グ
ル
ー
プ
内
取
引
に
係

る
損
益
の
調
整
等
の
所
要
の
調
整
を
行
っ
た
上
で
、
連
結
欠
損
金
額
の
繰
越
控
除
等
に
つ
い
て
連
結
グ
ル
ー
プ
を
一
体
と

し
て
計
算
す
る
。

２

連
結
法
人
税
額
に
つ
い
て
は
、
連
結
所
得
金
額
に
税
率
を
乗
じ
て
計
算
さ
れ
た
金
額
を
基
に
、
税
額
控
除
等
に
つ
い
て

必
要
な
調
整
を
行
い
、
税
額
を
求
め
る
。
次
い
で
、
連
結
税
額
を
連
結
グ
ル
ー
プ
内
の
各
法
人
の
個
別
所
得
金
額
又
は
個

別
欠
損
金
額
を
基
に
し
て
、
個
別
帰
属
額
を
各
法
人
に
配
分
す
る
。

３

税
率
に
つ
い
て
は
、
協
同
組
合
等
を
除
き
、
原
則
、
現
行
税
率
と
同
様
と
す
る
。
た
だ
し
、
連
結
納
税
制
度
創
設
に
伴

う
税
収
減
に
対
応
す
る
た
め
、
二
年
間
は
二
％
の
連
結
付
加
税
を
上
乗
せ
す
る
。

４

所
得
、
税
額
の
計
算
に
係
る
諸
制
度
に
つ
い
て
は
、
個
々
の
制
度
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
法
人
税
法
、
租
税
特
別
措
置
法

上
の
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
ほ
か
、
国
税
通
則
法
等
の
規
定
を
整
備
す
る
。

三
、
適
用
事
業
年
度
等
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１

連
結
納
税
制
度
の
適
用
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、
平
成
十
五
年
三
月
期
決
算
法
人
か
ら
適
用
す
る
こ
と
と
し
、
平
成
十

四
年
度
に
お
い
て
は
、
平
成
十
四
年
九
月
末
を
連
結
納
税
の
承
認
申
請
期
限
と
す
る
等
の
経
過
措
置
を
設
け
る
。

２

連
結
納
税
制
度
の
適
用
開
始
又
は
加
入
に
際
し
て
は
、
親
会
社
や
税
制
適
格
合
併
、
一
定
の
株
式
交
換
に
よ
る
子
会
社

等
を
除
き
、
原
則
、
当
該
法
人
の
資
産
を
時
価
評
価
し
、
評
価
損
益
を
計
上
す
る
。

３

多
様
な
租
税
回
避
行
為
に
適
切
に
対
応
す
る
た
め
の
包
括
的
な
租
税
回
避
防
止
規
定
を
整
備
す
る
ほ
か

質
問
検
査
権

、

、

罰
則
等
に
つ
い
て
、
所
要
の
規
定
を
整
備
す
る
。

四
、
財
源
措
置

連
結
納
税
制
度
の
仕
組
み
の
中
で
の
措
置
と
し
て
、
連
結
付
加
税
の
ほ
か
、
子
会
社
の
連
結
前
欠
損
金
の
持
込
み
制
限
、

新
規
子
会
社
等
の
加
入
制
限
に
係
る
措
置
を
講
ず
る
。
併
せ
て
、
退
職
給
与
引
当
金
の
廃
止
等
の
課
税
ベ
ー
ス
の
見
直
し
を

行
う
。

五
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
四
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
成
十
四
年
度
の
租
税
減
収
見
込
額
は
、
約
二
百
十
億
円
で
あ
る
。


